
の場面でも労使委員会の括用が期待されるとの意見があったo

イ 労使垂貞会制度の在り方

労使委員会の括用に当たっては,就業形態や価値戟が多様化し,労働者

の均質性が低くなってきている近年の状況の中で.労使委員会か当該事業

場の多様な労働者の利益を公正に代表できる仕組みとする必要がある.ま

た,労使当事者が実質的に対等な立場で交渉ができるような仕組みも必要

となるD

そこで.労使委貞会の在り方としては,委貞の半数以ヰが当該事業場の
労働者を代表する者であることのほか.労使委員会の委員め選出手続を-

現荏の過半数代表者の選出手続に比してより明庵なものとすべきである.

ま一た,多様な労働者の利益をできる限り公正に代表できるような委員の選

出方法とすベきと考えられる.そのような選出方法としては.例えば1当

該事業場の全労働者が直按複数の労働者委員を選出することが考えられるo

さらに,選出された労働者委員は当該事業場のすべての労働者を公正i羊
代表するようにしなければならないことやl使用者は委鼻であるごと等を

理由とする不利益取扱いはしてはならないこととすることが考えられるo

このほ.か,社会経済情勢の変化に対応するためには,労使委鼻会の決議

の有効期間をあらJかじめ定めておくことやl委員の任期を定め-定期間後
には委員が改選されるようにすることが考えられるo このほかl労使委員

套の開催方法は労使委員会の決議により定めるという仕組みにすること1も
考えられよ15o

なおl労使委員会制度につい七は,労働者委員の選出や運営に要する費

月負担の在り方等を含め,労使琴員会A.S当該事業場の多様な労働者の利益
を公正に代表でき,労使当事者が実質的に対等な立場で交渉できるように

するという,観点から,上記に加えてとるベき方策があるかどうかについて,

引き続き検討することが必要であるD

ウ 労使委員会制度の括用

このような労使委員会につVlて,使用者がこれを設置するとともに労働

粂件の決定.変5引,こ関する協議を行うことを促進するためには,労便委員

会が設置されそこにおいて合意が得られている場合等には労働契釣汝制に

おいて-定の効果を与えることが適当であるo

例えば,就業規則の変更の際に1労働者の意見を適正に集約した上で労

使委員会の委員の5分の4以上の多数により にれにより労働者委員の過

半数は変更に賛成していることが確保され81o1変更を認める決議がある場

合に変更の合理性を推定することが考えられる く第3の1く21ウ川参照ン-o
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